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アジア経済法令ニュース No.15-01 

 添付法令資料 1： モロッコにおける有価証券の貸付けに関する法律第 45-12 号 

  2012 年 12 月 28 日付勅令第 1-12-56 号により施行（目次） 

 添付法令資料 2： 韓国外国為替取引法（目次） 

 添付法令資料 3： 中国環境保護主管部門日割連続処罰実施弁法（目次） 

 添付法令資料 4： 医療従事者に関する 2014 年 10 月 17 日付インドネシア 

  共和国法律 No.36（目次） 

 添付法令資料 5： 労働者の合法かつ正当な権利及び利益の代表及び保護における 

  労働組合の権利及び責任に関する労働組合法第 10 条の施行細則 

  を定めるベトナム政府の議定（目次） 

 添付法令資料 6： 銀行保証ファンドに関する 1994 年 12 月 14 日付ポーランド 

  法律（目次） 

 添付法令資料 7： （タイ）仏暦 2481 年（西暦 1938 年）国際私法（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2015 年 1 月 9 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 食品安全サンプリング検査管理弁法 

  （食品安全抽样检验管理办法） 

14.12.31 発布 国家食品・薬品監督・管理総局 薬監局令第 11 号／15.02.01

施行 

2 工業領域工事建設業種標準制定実施細則 

  （工业领域工程建设行业标准制定实施细则） 

14.12.17 発布 工業及び情報化弁公庁／15.01.01 施行 

3 環境保護主管部門日割連続処罰実施弁法 

  （环境保护主管部门实施按日连续处罚办法） 

14.12.19 発布 環境保護部令第 28 号／15.01.01 施行 

4 環境保護主管部門封印及び差押実施弁法 

  （环境保护主管部门实施查封、扣押办法） 

14.12.19 発布 環境保護部令第 29 号／15.01.01 施行 

5 環境保護主管部門生産制限及び生産停止・整備実施弁法 

  （环境保护主管部门实施限制生产、停产整治办法） 

14.12.19 発布 環境保護部令第 30 号／15.01.01 施行 
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6 企業・事業単位環境情報公開弁法 

  （企业事业单位环境信息公开办法） 

14.12.19 発布 環境保護部令第 31 号／15.01.01 施行 

7 突発環境事件調査・処理弁法 

  （突发环境事件调查处理办法） 

14.12.19 発布 環境保護部令第 32 号／15.03.01 施行 

8 政府サービス購入管理弁法（暫定施行） 

  （政府购买服务管理办法（暂行）） 

14.12.15 発布 財政部 民政部 国家工商行政管理総局 財綜[2014]96 号／

15.01.01 施行 

9 就業サービス及び就業管理規定（改正） 

  （就业服务与就业管理规定（修改）） 

14.12.23 発布 人的資源及び社会保障部 人保部令第 23 号 

10 ネットワーク小売第三者プラットホーム取引規則制定手続規定（試行） 

  （网络零售第三方平台交易规则制定程序规定（试行）） 

14.12.24 発布 商務部令 2014 年第 7 号／15.04.01 施行 

11 国務院に授権して中国（広東）自由貿易試験区、中国（天津）自由貿易試験

区、中国（福建）自由貿易試験区及び中国（上海）自由貿易試験区の拡大区域

で関係法律所定の行政審査・認可を一時的に調整させることに関する全国人民

代表大会常務委員会の決定 

  （全国人民代表大会常务委员会关于授权国务院在中国（广东）自由贸易试验

区、中国（天津）自由贸易试验区、中国（福建）自由贸易试验区以及中国（上

海）自由贸易试验区扩展区域暂时调整有关法律规定的行政审批的决定） 

14.12.28 公布 全国人民代表大会常務委員会／15.03.01 施行 

12 航路法 

  （航道法） 

14.12.28 公布 全国人民代表大会常務委員会 主席令第 17 号／15.03.01 施

行 

13 行政主管部門による行政拘留を適用する環境違法事件の送致に係る暫定施行

弁法 

  （行政主管部门移送适用行政拘留环境违法案件暂行办法） 

14.12.24 発布 公安部 工業及び情報化部 環境保護部 農業部 国家品質監

督・検査・検疫総局 公治[2014]853 号／15.01.01 施行 

14 環境民事公益訴訟制度の実施の貫徹に関する最高人民法院、民政部及び環境

保護部の通知 

  （最高人民法院、民政部、环境保护部关于贯彻实施环境民事公益诉讼制度的

通知） 

14.12.26 公布 最高人民法院 民政部 環境保護部 

15 環境民事公益訴訟事件の審理における法律の適用に係る若干の問題に関する

最高人民法院の解釈 

  （最高人民法院关于审理环境民事公益诉讼案件适用法律若干问题的解释） 

15.01.06 公布 最高人民法院 法釈[2015]1 号／15.01.07 施行 

16 銀行外国為替決済・売却業務取扱管理弁法実施細則 

  （银行办理结售汇业务管理办法实施细则） 

14.12.25 発布 国家外国為替管理局 匯発[2014]53 号／15.01.01 施行 

17 国外上場に係る外国為替管理に関係する問題に関する国家外国為替管理局の
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通知 

  （国家外汇管理局关于境外上市外汇管理有关问题的通知） 

14.12.26 発布 国家外国為替管理局 匯発[2014]54 号／同日施行 

18 汚水処理費徴収・使用管理弁法 

  （污水处理费征收使用管理办法） 

14.12.31 発布 国家発展及び改革委員会 住宅及び都市・農村建設部 財政

部 財税[2014]151 号／15.03.01 施行 

19 企業経営自主権事項を一律に企業投資プロジェクト審査・承認の前置条件と

してはならないことに関する国家発展及び改革委員会並びに中央機構編制委員

会弁公室の通知 

  （国家发展改革委、中央编办关于一律不得将企业经营自主权事项作为企业投

资项目核准前置条件的通知） 

14.12.31 発布 国家発展及び改革委員会 中央機構編制委員会弁公室 発改

投資[2014]2999 号／同日施行 

20 突発環境事件応急処置段階環境損害評価推薦方法 

  （突发环境事件应急处置阶段环境损害评估推荐方法） 

14.12.31 発布 環境保護部弁公庁 環弁[2014]118 号 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 关于调整部分产品出口退税率的通知 

14.12.31 発布 財政部 国家税務総局 財税[2014]150 号 

2 财政部、国家税务总局关于非货币性资产投资企业所得税政策问题的通知 

14.12.31 発布 財政部 国家税務総局 財税[2014]116 号 

3 国家税务总局关于通过招拍挂方式取得土地缴纳城镇土地使用税问题的公告 

14.12.31 発布 国家税務総局公告 2014 年第 74 号／同日施行 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 保险违法行为举报处理工作办法 

15.01.04 発布 保監会令 2015 年第 1 号／15.03.01 施行 

2 关于印发银行业金融机构协助人民检察院公安机关国家安全机关查询冻结工作

规定的通知 

14.12.29 発布 銀監発[2014]53 号／15.01.01 施行 

 

第 3 ロシア 

1 ロシア連邦における企業家の権利保護に係る全権代表者に関するロシア連邦

法律及び個別のロシア連邦法規への変更の導入に関するロシア連邦法律への

変更の導入に関する 2014 年 12 月 29 日付ロシア連邦法律 No.453-FZ 

公布の日から施行 

2 個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する 2014 年 12 月 29 日付ロシア

連邦法律 No.457-FZ 

一部を除き、15.01.01 施行 
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3 地方自治体の機関とロシア連邦構成主体の国家権力機関との間の権限の再分

配問題に係る個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する 2014 年 12 月 29

日付ロシア連邦法律 No.485-FZ 

4 支払不能（破産）に関するロシア連邦法律及び行政的違法行為に関するロシ

ア連邦法典への変更の導入に関する 2014 年 12 月 29 日付ロシア連邦法律

No.482-FZ 

公布の日から 30 日の期間経過後に施行 

5 不動産に関する権利及び不動産に係る法律行為の国家登記に関するロシア連

邦法律第 7 条並びに国家不動産台帳に関するロシア連邦法律第 14 条への変更

の導入に関する 2014 年 12 月 29 日付ロシア連邦法律 No.486-FZ 

6 ロシア連邦土地法典第 39.5 条への変更の導入に関する 2014 年 12 月 29 日付

ロシア連邦法律 No.487-FZ 

15.03.01 施行 

7 2014 年並びに 2015 年及び 2016 年の計画期間における連邦予算に関するロ

シア連邦法律第 23 条への変更の導入に関する 2014 年 12 月 26 日付ロシア連

邦法律 No.448-FZ 

公布の日から施行 

8 ロシア連邦予算法典への変更の導入に関する 2014 年 12 月 26 日付ロシア連

邦法律 No.449-FZ 

公布の日から施行 

9 ロシア連邦予算法典への変更の導入に関する 2014 年 12 月 26 日付ロシア連

邦法律 No.450-FZ 

15.03.01 施行 

10 ロシア連邦の銀行における自然人の預金に係る保険に関するロシア連邦法律

第 11 条及びロシア連邦中央銀行（ロシア銀行）に関するロシア連邦法律第 46

条への変更の導入に関する 2014 年 12 月 29 日付ロシア連邦法律 No.451-FZ 

公布の日から施行 

11 ロシア連邦租税法典第 2 部第 165 条への変更の導入に関する 2014 年 12 月

29 日付ロシア連邦法律 No.452-FZ 

一部を除き、公布の日から 1 か月の期間経過以後に施行 

12 国家支払システムに関するロシア連邦法律第 8 条への変更の導入に関する

2014 年 12 月 29 日付ロシア連邦法律 No.455-FZ 

15.01.01 施行 

13 ロシア連邦租税法典第 1 部第 46 条及び第 74.1 条並びに第 2 部第 217 条への

変更の導入に関する 2014 年 12 月 29 日付ロシア連邦法律 No.462-FZ 

公布の日から施行 

14 ロシア連邦租税法典第 2 部第 25 条及び第 270 条への変更の導入に関する

2014 年 12 月 29 日付ロシア連邦法律 No.463-FZ 

公布の日から施行 

15 ロシア連邦租税法典第 2 部への変更の導入に関する 2014 年 12 月 29 日付ロ

シア連邦法律 No.464-FZ 

15.01.01 施行 

16 ロシア連邦租税法典第 2 部への変更の導入に関する 2014 年 12 月 29 日付ロ

シア連邦法律 No.465-FZ 

15.01.01 施行 

17 ロシア連邦年金ファンド、ロシア連邦社会保険ファンド、強制医療保険連邦
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ファンド及び強制医療保険地域ファンドに関するロシア連邦法律の採択に関連

してロシア連邦年金ファンド、ロシア連邦社会保険ファンド及び強制医療保険

連邦ファンドへの保険料に関するロシア連邦法律第 57 条並びに個別のロシア

連邦法規への変更の導入及び個別のロシア連邦法規（法規の規定）の失効の認

定に関するロシア連邦法律第 37 条へ変更を導入することに関する 2014 年 12

月 29 日付ロシア連邦法律 No.468-FZ 

15.01.01 施行 

18 ロシア連邦租税法典第 2 部への変更の導入に関する 2014 年 12 月 29 日付ロ

シア連邦法律 No.477-FZ 

公布の日から施行 

19 ロシア連邦租税法典第 2 部第 328 条への変更の導入に関する 2014 年 12 月

29 日付ロシア連邦法律 No.478-FZ 

原則として公布の日から 1 か月の期間経過以後に施行 

20 ロシア連邦租税法典第 2 部第 149 条及び第 251 条への変更の導入に関する

2014 年 12 月 29 日付ロシア連邦法律 No.479-FZ 

原則として公布の日から 1 か月の期間経過以後に施行 

21 ロシア連邦租税法典第 2 部第 333.32.1 条への変更の導入に関する 2014 年 12

月 29 日付ロシア連邦法律 No.480-FZ 

原則として 15.01.01 施行 

22 個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する 2014 年 12 月 29 日付ロシア

連邦法律 No.484-FZ 

公布の日から施行 

23 個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する 2014 年 12 月 29 日付ロシア

連邦法律 No.461-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

24 個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する 2014 年 12 月 29 日付ロシア

連邦法律 No.460-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

25 ロシア連邦都市建設法典及び個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する

2014 年 12 月 29 日付ロシア連邦法律 No.456-FZ 

15.01.01 施行 

26 地下資源に関するロシア連邦法律及び個別のロシア連邦法規への変更の導入

に関する 2014 年 12 月 29 日付ロシア連邦法律 No.459-FZ 

15.01.01 施行 

27 電力供給体制に関するロシア連邦法律の採択に関連して過渡期における電力

供給体制の機能化の特性及びいくつかのロシア連邦法規への変更の導入並びに

いくつかのロシア連邦法規の失効の認定に関するロシア連邦法律並びに個別の

ロシア連邦法規へ変更を導入することに関する 2014 年 12 月 29 日付ロシア連

邦法律 No.466-FZ 

15.01.01 施行 

28 農業の発展に関するロシア連邦法律への変更の導入に関する 2014年 12月29

日付ロシア連邦法律 No.467-FZ 

15.01.01 施行 

29 ロシア連邦における快速な社会・経済的発展地域に関する 2014 年 12 月 29

日付ロシア連邦法律 No.473-FZ 

公布の日から 90 日の期間経過後に施行 
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30 ロシア連邦における税関規制に関するロシア連邦法律第 251 条への変更の導

入に関する 2014 年 12 月 29 日付ロシア連邦法律 No.481-FZ 

公布の日から 30 日の期間経過後に施行 

31 生産及び消費に係る廃物に関するロシア連邦法律及び個別のロシア連邦法規

への変更の導入並びに個別のロシア連邦法規（法規の規定）の失効の認定に関

する 2014 年 12 月 29 日付ロシア連邦法律 No.458-FZ 

一部を除き、15.01.01 施行 

32 ロシア連邦の首都の地位に関するロシア連邦法律及びロシア連邦最高裁判所

に附属する裁判部門に関するロシア連邦法律への変更の導入に関する 2014 年

12 月 29 日付ロシア連邦法律 No.475-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

33 ロシア連邦からの出国及びロシア連邦への入国手続に関するロシア連邦第 11

条への変更の導入に関する 2014 年 12 月 29 日付ロシア連邦法律 No.483-FZ 

34 ロシア連邦における工業政策に関する 2014 年 12 月 31 日付ロシア連邦法律

No.488-FZ 

公布の日から 180 日の期間経過後に施行 

35 市民である債務者に関して適用される再生手続の規制に関して支払不能（破

産）に関する連邦法律及び個別のロシア連邦法規へ変更を導入することに関す

る 2014 年 12 月 29 日付ロシア連邦法律 No.476-FZ 

15.01.01 施行 

36 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 投資及び発展を優先させるハイテクノロジーのリスト並びに発展を奨励され

るハイテクノロジー製品のリストの承認に関する決定 

政府首相の 2014 年 11 月 25 日付第 66/2014/QĐ-TTg 号決定／15.01.15 施

行 

2 ASEAN 物品貿易協定における原産地規則を施行する工商省の 2010 年 5 月

17 日付第 21/2010/TT-BCT 号通知の若干の条項を修正・補充する通知 

工商省の 2014 年 11 月 18 日付第 42/2014/TT-BCT 号通知／15.01.02 施行 

3 出入国、トランジット及びベトナムにおける居住に関する旅券、査証及び文

書の発行手数料の徴収、納付、管理及び使用に係る制度を定める通知の合一文

書 

財政省の 2014 年 12 月 4 日付第 52/VBHN-BTC 号合一文書 

4 電子商取引ウェブサイトの管理について定める通知 

工商省の 2014 年 12 月 5 日付第 47/2014/TT-BCT 号通知／15.01.20 施行 

5 外国投資家によるベトナムの信用組織の株式購入の承認の書類、手順及び手

続を規定する通知 

ベトナム国家銀行の 2014 年 12 月 8 日付第 38/2014/TT-NHNN 号通知／

15.02.01 施行 

6 転雇用活動の許可、転雇用の実施ができる業務リスト及び資金預託に関する

労働法典第 54 条 3 項の施行細則を定める議定の合一文書 

労働・傷病兵・社会省の 2014 年 11 月 21 日付第 4441/VBHN-BLĐTBXH

号合一文書 
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第 5 韓国 

1 国債法全部改正法律 

14.12.30 公布 法律第 12864 号／公布後 6 か月が経過した日から施行 

2 収入印紙に関する法律一部改正法律 

14.12.30 公布 法律第 12865 号／17.07.01 施行 

3 ソフトウェア産業振興法一部改正法律 

14.12.30 公布 法律第 12872 号／公布後 1 年が経過した日から施行（た

だし、一部を除く。） 

4 電子文書及び電子取引基本法一部改正法律 

14.12.30 公布 法律第 12875 号／同日施行 

5 民事訴訟法一部改正法律 

14.12.30 公布 法律第 12882 号／公布後 6 か月が経過した日から施行 

6 債務者回生及び破産に関する法律一部改正法律 

14.12.30 公布 法律第 12892 号／公布後 6 か月が経過した日から施行 

7 出入国管理法一部改正法律 

14.12.30 公布 法律第 12893 号／公布後 3 か月が経過した日から施行 

8 刑法一部改正法律 

14.12.30 公布 法律第 12898 号／同日施行 

9 刑事訴訟法一部改正法律 

14.12.30 公布 法律第 12899 号／同日施行 

10 国慶日に関する法律一部改正法律 

14.12.30 公布 法律第 12915 号／同日施行 

11 ベンチャー企業育成に関する特別措置法一部改正法律 

14.12.30 公布 法律第 12927 号／公布後 3 か月が経過した日から施行（た

だし、一部を除く。） 

12 産業デザイン振興法一部改正法律 

14.12.30 公布 法律第 12928 号／公布後 6 か月が経過した日から施行 

13 産業集積活性化及び工場設立に関する法律一部改正法律 

14.12.30 公布 法律第 12929 号／公布後 6 か月が経過した日から施行（た

だし、一部を除く。） 

14 資本市場及び金融投資業に関する法律一部改正法律 

14.12.30 公布 法律第 12947 号／公布後 6 か月が経過した日から施行（た

だし、一部を除く。） 

15 環境汚染被害賠償責任及び救済に関する法律 

14.12.31 公布 法律第 12949 号／公布後 1 年が経過した日から施行（た

だし、一部を除く。） 

16 開発制限区域の指定及び管理に関する特別措置法一部改正法律 

14.12.31 公布 法律第 12956 号／同日施行（ただし、一部を除く。） 

17 廃棄物管理法施行令一部改正令 

14.12.31 公布 大統領令第 25951 号／同日施行 

18 産地管理法施行令一部改正令 

14.12.31 公布 大統領令第 25952 号／同日施行 

19 雇用保険法施行令一部改正令 

14.12.31 公布 大統領令第 25955 号／15.01.01 施行 
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20 不当な共同行為自主申告者等に対する是正措置等の減免制度の運営 

15.01.02 公布 公正取引委員会告示第 2014-19 号／同日施行 

21 産業立地及び開発に関する法律一部改正法律 

15.01.06 公布 法律第 12980 号／同日施行 

22 自動車管理法一部改正法律 

15.01.06 公布 法律第 12986 号／同日施行（ただし、一部を除く。） 

23 自動車損害賠償保障法一部改正法律 

15.01.06 公布 法律第 12987 号／同日施行 

24 産業標準化法施行令一部改正令 

15.01.06 公布 大統領令第 26021 号／同日施行（ただし、一部を除く。） 

25 特許権等の登録令一部改正令 

15.01.06 公布 大統領令第 26022 号／同日施行 

26 ベンチャー企業育成に関する特別措置法施行令一部改正令 

15.01.06 公布 大統領令第 26023 号／同日施行 

27 加盟事業取引の公正化に関する法律施行令一部改正令 

15.01.06 公布 大統領令第 26034 号／同日施行（ただし、一部を除く。） 

28 健康機能食品に関する法律施行規則一部改正令 

15.01.07 公布 総理令第 1124 号／同日施行 

 

第 6 台湾 

1 政治献金法条文修正 

15.01.07 公布 総統府 華總一義字第 10300201401 号 

2 特種貨物及び労務税条例条文修正 

15.01.07 公布 総統府 華總一義字第 10300201431 号／公布日から施行 

3 道路交通管理処罰条例条文修正 

15.01.07 公布 総統府 華總一義字第 10300201391 号／未施行（行政院が

施行日を別途定める。） 

 

第 7 香港特別行政区 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 8 シンガポール 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 9 タイ 

1 行政サービス手続法（第 2 回） 

官報掲載日（14.12.30）の翌日から施行 

2 歳入法典に基づき発出する債務者の勘定から不良債権を償却することに関す

る省令第 306 号（仏暦 2557 年（西暦 2014 年）） 

14.12.29 財務省により発布 
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第 10 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 11 フィリピン 

1 BANGKO SENTRAL NG PILIPINAS 

CIRCULAR NO. 829 SERIES OF 2014 

AMENDMENTS TO CONSOLIDATED RULES AND REGULATIONS ON 

CURRENCY NOTES AND COINS (BSP CIRCULAR NO.61, SERIES OF 

1995) 

14.3.13 付／直ちに施行 

2 BANGKO SENTRAL NG PILIPINAS 

CIRCULAR NO. 830 SERIES OF 2014 

INCREASE IN RESERVE REQUIREMENTS 

14.4.3 付／2014 年 4 月 11 日に始まる週から施行 

 

第 12 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 13 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 14 カザフスタン 

1 ベラルーシ共和国領域におけるカザフスタン共和国市民の滞在及びカザフス

タン共和国領域におけるベラルーシ共和国市民の滞在手続に関するカザフス

タン共和国とベラルーシ共和国との間の条約の批准に関するカザフスタン共

和国法律 

2014 年 12 月 29 日付 No.273-V ZRK 

2 住宅関係問題に係るカザフスタン共和国のいくつかの法令への変更及び追加

の導入に関するカザフスタン共和国法律 

2014 年 12 月 29 日付 No.270-V ZRK／公布の日から 10 歴日の経過後に施

行 

3 資源利用問題に係るいくつかのカザフスタン共和国法令への変更及び追加の

導入に関するカザフスタン共和国法律 

2014 年 12 月 29 日付 No.271-V ZRK／一部を除き、公布の日から 10 歴日

の経過後に施行 

4 行政的違反行為に関するカザフスタン共和国法典への変更及び追加の導入に

関するカザフスタン共和国法律 

2014 年 12 月 29 日付 No.272-V ZRK／一部を除き、2015 年 1 月 1 日から
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施行 

5 税務行政共助条約への変更の導入に関する議定書によって改正された税務行

政執行共助条約の批准に関するカザフスタン共和国法律 

2014 年 12 月 26 日付 No.267-V ZRK 同月 30 日官報 «Казахста

нская правда» No.254 （27875）掲載法令 

6 カザフスタン共和国と国際復興開発銀行との間の借款に関する条約（灌漑排

水システムの改善プロジェクトの第 2 段階）の批准に関するカザフスタン共和

国法律 

2014 年 12 月 26 日付 No.268-V ZRK／同月 30 日官報 «Казахста

нская правда» No.254 （27875）掲載法令 

7 カザフスタン共和国における事業活動のための要件の主要な改善問題に係る

カザフスタン共和国のいくつかの法令への変更及び追加の導入に関するカザ

フスタン共和国法律 

2014 年 12 月 29 日付 No.269-V ZRK／一部を除き、2015 年 1 月 1 日から

施行 

8 2015 年ないし 2025 年におけるカザフスタン共和国の腐敗行為防止戦略に関

するカザフスタン共和国大統領令 

2014 年 12 月 26 日付 No.986／署名の日から施行 

9 2014 年 5 月 29 日付ユーラシア経済同盟に関する条約へのアルメニア共和国

の加盟に関する条約の批准に関するカザフスタン共和国法律 

2014 年 12 月 24 日付 No.265-V ZRK／同月 26 日官報 «Казахста

нская правда» No.252 （27873）掲載法令 

10 ユーラシア経済共同体の活動の終了に関する条約の批准に関するカザフスタ

ン共和国法律 

2014 年 12 月 24 日付 No.266-V ZRK／同月 26 日官報 «Казахста

нская правда» No.252 （27873）掲載法令 

 

第 15 ウズベキスタン 

1 医薬品及び医療用品の登記並びに登記証明書の発行手続に係る規程の承認に

関するウズベキスタン共和国内閣決定 

2014 年 12 月 22 日付 No.352／同月 29 日施行 

2 「環境災害の影響の軽減に係るアラル海の盆地における協力の進展」国際会

議の枠内において得られた合意の実行に係る措置に関するウズベキスタン共

和国内閣決定 

2014 年 12 月 24 日付 No.363／同月 29 日施行 

3 民営化企業及び事業活動の支援のための国有財産客体の脱国営化及び民営化

からの資金の利用に係る規程の失効の認定に関するウズベキスタン共和国民

営化、反独占及び競争開発国家委員会の決定 

2014 年 12 月 18 日付No.01/13-26/28 同月 26 日法務省登録 No.64-1／同

月 29 日施行 

4 ウズベキスタン共和国中央銀行において預託される商業銀行の法定準備金に

係る規程への変更の導入に関するウズベキスタン共和国中央銀行理事会決定 

2014 年 12 月 20 日付No.45/1 同月 26 日法務省登録 No.2004-1／同月 29

日施行 
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5 「『Navoiazot』株式会社のベースにおけるポリ塩化ビニル（PVC）、水酸化ナ

トリウム及びメタノール製造コンプレックスの建設」投資プロジェクトの実施

に係る措置に関するウズベキスタン共和国大統領決定 

2014 年 12 月 16 日付 No.PP-2272／同月 31 日施行 

6 いくつかのウズベキスタン共和国大統領決定への変更及び追加の導入に関す

るウズベキスタン共和国大統領決定 

2014 年 12 月 26 日付 No.PP-2280／同月 31 日施行 

 

第 16 トルコ 

1 工業ゾーン規則における変更の実施に関する科学、工業及び技術省の規則 

2014 年 12 月 27 日官報 No.29218／同日施行 

2 組織的工業ゾーン施行規則における変更の実施に関する科学、工業及び技術

省の規則 

2014 年 12 月 27 日官報 No.29218／同日施行 

3 電力市場輸入及び輸出規則における変更の実施に関するエネルギー市場調整

機構の規則 

2014 年 12 月 28 日官報 No.29219／同日施行 

4 リスク・アセスメントに関連して適用される方法及び原則に関する総理府（財

務庁）の規則 

2014 年 12 月 31 日官報 No.29222／同日施行 

5 農地所有権の譲渡に関する食糧、農業及び家畜飼養業省の規則 

2014 年 12 月 31 日官報 No.2922／同日施行 

 

第 17 ウクライナ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 18 ポーランド 

1 支払サービスに関する法律の変更に関する2014年11月28日付法律No.1916 

14.12.29 公布／公布の日から 30 日の期間経過後に施行 

2 裁判所国家登記に関する法律及びいくつかのその他の法律の変更に関する

2014 年 11 月 28 日付法律 No.1924 

14.12.29 公布／15.01.01 施行 

3 建築家及び建築エンジニアの職業上の自治に関する法律の単一テキストの公

布に関する 2014 年 12 月 1 日付国会下院議長の公告 No.1946 

14.12.30 公告 

4 法律「民事訴訟法典」及び民事事件における訴訟費用に関する法律の変更に

関する 2014 年 12 月 5 日付法律 No.2 

15.01.02 公布／15.01.10 施行 

5 法律「商事会社法典」及びいくつかのその他の法律の変更に関する 2014 年

11 月 28 日付法律 No.4 

15.01.05 公布／一部を除き、15.01.01 施行 
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6 国際刑事警察機構（Interpol）の規定の批准に関する 2014 年 12 月 5 日付法

律 No.17 

15.01.07 公布／公布の日から 14 日の期間経過後に施行 

7 消費税に関する法律の変更に関する 2014 年 11 月 28 日付法律 No.18 

15.01.07 公布／公布の日に続く日から施行 

8 被害者及び証人のための保護及び支援に関する 2014 年 11 月 28 日付法律

No.21 

15.01.07 公布／一部を除き、公布の日から 3 か月の期間経過後に施行 

9 法律「薬事法」及びいくつかのその他の法律の変更に関する 2014 年 12 月 19

日付法律 No.28 

15.01.08 公布／一部を除き、公布の日から 30 日の期間経過後に施行 

 

第 19 チェコ 

1 2015 年におけるチェコ共和国国家予算に関する 2014 年 12 月 10 日付法律

No.345 

14.12.31 公布／15.01.01 施行 

2 価格に関する法律を変更する 2014 年 12 月 18 日付法律 No.353 

14.12.31 公布／公布の日後第 15 日に施行 

3 車両の運行による責任保険に関する法律を変更する 2014 年 12 月 18 日付法

律 No.354 

14.12.31 公布／公布の日後第 15 日に施行 

4 知的財産権の保全に関連するチェコ共和国税関管理機関の権限に関する

2014 年 12 月 18 日付法律 No.355 

14.12.31 公布／15.01.01 施行 

5 上記法律No.355 に関連していくつかの法律を変更する 2014 年 12月 18 日付

法律 No.356 

14.12.31 公布／15.01.01 施行 

6 附加価値税に関する法律及びその他の関連する法律を変更する 2014 年 12 月

22 日付法律 No.360 

14.12.31 公布／一部を除き、15.01.01 施行 

7 社会健康保険並びにいくつかの関連する法律の変更及び追加に関する法律を

変更する 2014 年 12 月 22 日付法律 No.1 

15.01.06 公布／公布の日から施行 

 

第 20 南アフリカ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 21 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 



 13 

第 22 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 23 添付法令資料 

   1 モロッコにおける有価証券の貸付けに関する法律第45-12号 2012年 12月 28

日付勅令第 1-12-56 号により施行（目次） 

   2 韓国外国為替取引法（目次） 

   3 中国環境保護主管部門日割連続処罰実施弁法（目次） 

   4 医療従事者に関する 2014 年 10 月 17 日付インドネシア共和国法律 No.36（目

次） 

   5 労働者の合法かつ正当な権利及び利益の代表及び保護における労働組合の

権利及び責任に関する労働組合法第 10 条の施行細則を定めるベトナム政府の

議定（目次） 

   6 銀行保証ファンドに関する 1994 年 12 月 14 日付ポーランド法律（目次） 

   7（タイ）仏暦 2481 年（西暦 1938 年）国際私法（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

設樂 公晴  弁護士：マレーシア・インドネシア・タイ法令担当 

萩野 敦司  弁護士：韓国・越南・タイ・ミャンマー・ラオス・カンボジア法令担当 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン法令担当 

高信 桃子  弁護士 日本国及びニューヨーク州：韓国法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

蔵元 左近  弁護士 日本国及びニューヨーク州：シンガポール・韓国法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 
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谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

鈴木 崇   弁護士：韓国法令担当 

森 啓太   弁護士：租税・独占禁止・知的財産・シンガポール・韓国法令担当 

志賀 正帥  弁護士：金融（Banking, Securities & Insurance）・台湾・香港・ 

越南法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル法令担当 

若竹 宏諭  弁護士：シンガポール・韓国法令担当 

川原 蓮   弁護士：韓国法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

光本 亘佑  弁護士：独占禁止法担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

アレクセイ アレクサンドロビッチ ロセフ  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

商 蕾    外国法研究員（中国律師）：韓国・インドネシア法令担当 

ダム ティ ハオ  ベトナム国弁護士：越南法令担当 

廣川 梓   パラリーガル：韓国・インドネシア・モンゴル法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  URYU & ITOGA ADVISORY SERVICE VIETNAM CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 
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  北京市堅石律師事務所 律師：柳 錦実：韓国法令担当 

  上海堅海律師事務所 律師：厳 海忠：越南法令担当 

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 



1 

 

添付法令資料 1： 

 

モロッコにおける有価証券の貸付けに関する法律第 45-12号 

2012年 12月 28日付勅令第 1-12-56号により施行（目次） 

 

 

第 1章  総則（第 1条～第 8条） 

第 2章  有価証券貸付取引の実行方法（第 9条～第 12条） 

第 3章  有価証券の貸付け及び返還（第 13条～第 17条） 

第 4章  有価証券貸付取引の解除（第 18条～第 26条） 

第 1節  債務不履行（第 19条～第 20条） 

第 2節  新たな事由（第 21条～第 23条） 

第 3節  解除の効果（第 24条～第 26条） 

第 5章  会計処理（第 27条～第 32条） 

第 6章  有価証券の取引（第 33条～第 35条） 

第 7章  統制（第 36条） 

 

 

 

 

 

添付法令資料 2： 

 

韓国外国為替取引法（目次） 

2012年 3月 21日法律第 11407号により一部改正 同日施行 

 

 

第 1章  総則（第 1条ないし第 7条） 

第 2章  外国為替業務取扱機関等（第 8条ないし第 12条の 2） 

第 3章  外国為替平衡基金（第 13条及び第 14条） 

第 4章  支払及び取引（第 15条ないし第 18条） 

第 5章  補則（第 19条ないし第 26条） 

第 6章  罰則（第 27条ないし第 32条） 

附則 

 

 

 

 

 

 



2 

 

添付法令資料 3： 

 

中国環境保護主管部門日割連続処罰実施弁法（目次） 

2014年 12月 19日環境保護部令第 28号により発布 2015年 1月 1日施行 

 

 

第 1章  总则（第 1 条至第 4条） 

第 2章  适用范围（第 5条及第 6条） 

第 3章  实施程序（第 7条至第 16 条） 

第 4章  计罚方式（第 17 条至第 19 条） 

第 5章  附则（第 20 条至第 22 条） 

 

 

 

 

添付法令資料 4： 

 

医療従事者に関する 2014年 10月 17日付インドネシア共和国法律 No.36（目次） 

公布の日から施行 

 

 

第 1章  総則（第 1 条ないし第 3条） 

第 2章  政府及び地方政府の責任及び権限（第 4条ないし第 7条） 

第 3章  医療従事者の資格及び分類（第 8 条ないし第 12条） 

第 4章  計画、調達及び活用 

第 1節  計画（第 13条ないし第 16条） 

第 2節  調達（第 17条ないし第 21条） 

第 3節  活用（第 22条ないし第 33条） 

第 5章  インドネシア医療従事者評議会（第 34条ないし第 43条） 

第 6章  医療従事者の登録及び免許 

第 1節  登録（第 44条及び第 45条） 

第 2節  免許（第 46条及び第 47条） 

第 3節  実務訓練（第 48条） 

第 4節  医療従事者の規律の確立（第 49 条） 

第 7章   専門組織（第 50条及び第 51条） 

第 8章  国外で卒業したインドネシア国籍の医療従事者及び外国籍の医療従事者 

第 1節  国外で卒業したインドネシア国籍の医療従事者（第 52 条） 

第 2節  外国籍の医療従事者（第 53条ないし第 56条） 

第 9章  医療従事者の権利及び義務（第 57 条ないし第 59条） 

第 10章  プロフェッショナリズム組織 
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第 1節  総則（第 60条及び第 61条） 

第 2節  権限（第 62条ないし第 64条） 

第 3節  行為の委任（第 65条） 

第 4節  プロフェッショナル基準、プロフェッショナルサービス基準及び操作手

順基準（第 66条及び第 67条） 

第 5節  医療従事者の行為の承認（第 68 条及び第 69条） 

第 6節  診療記録（第 70条ないし第 72 条） 

第 7節  医療サービス受給者の医療秘密（第 73条） 

第 8 節  医療従事者及び医療サービス受給者に対する保護（第 74 条ないし第 76

条） 

第 11章  紛争解決（第 77条ないし第 79条） 

第 12章  指導及び監督（第 80条及び第 81 条） 

第 13章  行政制裁（第 82条） 

第 14章  罰則規定（第 83条ないし第 86条） 

第 15章  経過規定（第 87条ないし第 90条） 

第 16章  終則（第 91 条ないし第 96条） 

 

 

 

 

添付法令資料 5： 

 

労働者の合法かつ正当な権利及び利益の代表及び保護における労働組合の権利及び

責任に関する労働組合法第 10条の施行細則を定めるベトナム政府の議定（目次） 

2013年 5月 10日付第 43/2013/ND-CP号／13.07.01施行 

 

 

第 1条  調整範囲 

第 2条  適用対象 

第 3条  雇用単位との労働契約及び業務契約の締結及び履行の際の労働者の権利

及び義務に関する労働者への指導及びコンサルティングにおける労働組合

の権利及び責任 

第 4条  労働者集団を代理し、集団労働協約を協議し、締結し、及び履行を監察す

ることにおける労働組合の権利及び責任 

第 5条  雇用単位への参加し、給与等級、給与、労働規範、賃金支払規定、賞与規

定及び労働内規を制定し、及び履行を監察することにおける労働組合の権利

及び責任 

第 6条  労働者の権益及び義務に関連する問題の解決についての雇用単位との対

話における労働組合の権利及び責任 

第 7条  労働者に対する法務コンサルティング活動を組織することにおける労働
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組合の権利及び責任 

第 8条  労働紛争を解決する権限を有する機関、組織及び個人への参加における労

働組合の権利及び責任 

第 9条  労働者集団又は労働者の合法かつ正当な権利及び利益が侵害された際に

調査し、及び解決する権限を有する国の組織及び機関に対する建議における

労働組合の権利及び責任 

第 10条  労働者集団の合法かつ正当な権利及び利益が侵害された際に労働者集団

を代理し裁判所に提訴すること、並びに労働者の合法かつ正当な権利及び利

益が侵害され、かつ労働者により授権された際に労働者を代理し裁判所に提

訴することにおける労働組合の権利及び責任 

第 11条  労働者集団及び労働者を代理し労働、行政及び企業破産案件において訴訟

に参加することにおける労働組合の権利及び責任 

第 12条  ストライキの組織及び指導における労働組合の権利及び責任 

第 13条  労働者の合法かつ正当な権利及び利益を代理し、及び保護することにおけ

る基層直上の労働組合の権利及び責任 

第 14条  上級労働組合の権利及び責任 

第 15条  関連する雇用単位、機関、組織及び個人の責任 

第 16条  施行の効力 

第 17条  施行の責任 
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添付法令資料 6： 

 

銀行保証ファンドに関する 1994年 12月 14日付ポーランド法律（目次） 

2014 年 12月 23日最新の単一テキスト公布 

 

 

第 1章  総則（第 1条ないし第 2b条） 

第 2章  銀行保証ファンドの設立、組織、任務、資金源泉及び活動に対する監督（第

3条ないし第 18条） 

第 2a章  安定化ファンド及び当該ファンド資金からの支援の付与（第 18a条ないし

第 18d条） 

第 3章  保証システムにより含まれる主体に対する支援の付与（第 19条ないし第

20b条） 

第 3a章  カサ（KASA）のリストラクチャー（第 20c条ないし第 20j条） 

第 4章  強制的保証システム（第 21条ないし第 26f条） 

第 4a章  保証資金支払いの実行方法及び補充支払い（第 26g条ないし第 38c条） 

第 4b章  保証資金に関する情報の取得方式及び保証システムにより含まれる主体

の計算システム（第 38d条ないし第 38k条） 

第 4c章  協同組合の預金・クレジット・カサ（KASA）に係る強制的保証システム

（第 39l条ないし第 38zq条） 

第 5章  保証システム契約（第 39条ないし第 41条） 

第 6章  刑事責任（第 42条及び第 42a条） 

第 7章  移行規定及び終則（第 43条ないし第 49条） 

 

 

 

 

添付法令資料 7： 

 

（タイ）仏暦 2481年（西暦 1938年）国際私法（目次） 

1938 年 3月 10日制定／1938 年 3月 20日施行 

 

 

法律名及び施行日（第 1条及び第 2条） 

第 1部  一般規定（第 3条ないし第 9条） 

第 2部  人の身分及び能力（第 10条ないし第 12条） 

第 3部  債務（第 13条ないし第 15条） 

第 4部  財産（第 16条及び第 17条） 

第 5部  家族（第 18条ないし第 36条） 

第 6部  相続（第 37条ないし第 42条） 


